
大垣市見取町２丁目９番１外

低層住宅地

一般住宅のほかに駐
車場等も見られる住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 40 50 70 低層住宅地

-

１住居(60,200)
都市機能誘導区域

大垣市の人口は継続して微減傾向にあるが、県全体に比べ減少率
は低い。また、高齢化率は、県全体より低いが、上昇傾向にある。

当該地域は既成の戸建住宅地域で静態的に推移しているが、既存
建物の取壊しによる売地が増加傾向にある。

個別的要因に変動はない。

比準価格は価格牽連性が強い周辺部に所在する５事例から試算されたもので、市場の実態を反映している。なお、対象基準
地の画地規模を考慮するに、投資採算性の観点等から、共同住宅を想定することは非現実的であるため、収益還元法は非適
用とした。よって、比準価格を採用して、代表標準地との検討を踏まえて、鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域はＪＲ大垣駅北口方面の交通利便性がやや優る既成の住宅地域で、土地需要は底堅い。なお、周辺部住宅地に比べ、
やや割高感も見られるが、地価水準に大きな崩れはないものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 76,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

76,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-7.4

+1.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅北西方
1.1km

大垣
1.1km

(8)

西7m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

特にない 基準方位北、７ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

183

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

76,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

71,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0％ ％

92.6 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 22日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

13,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 76,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

61,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは中心市街地の住宅地域。需要者の中心は市内の中堅以上の
個人層。ここ数年は交通利便性が優る中心市街地では戸建・マンション需要が高まっていたが、最近では新規分譲マンショ
ンの売れ残りも多く見られる。また、当該地域は既成住宅地域で、小規模な土地分譲は見られるが、需要を喚起する分譲住
宅販売は見られない。周辺部の中心価格帯は土地のみで１２００万円から１５００万円程度と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊



大垣市緑園７１番４

低層住宅地

一般住宅、アパート
等が混在する住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 50 100 50 低層住宅地

-

準工(60,200)
都市機能誘導区域

大垣市の人口は継続して微減傾向にあるが、県全体に比べ減少率
は低い。また、高齢化率は、県全体より低いが、上昇傾向にある。

既成の住宅地域で、需要を喚起する新規分譲用地は少なく、不動
産取引は低迷している。東小学校の児童数は減少傾向が顕著であ
る。

個別的要因に変動はない。

当該地域は収益性よりも居住の利便性・快適性を志向する住宅地域で、需要者は自己使用目的のサラリーマン層である。周
辺にはアパートも見られるが、売買市場は自己使用目的が大部分である。よって、収益価格は参考程度に留め、市場の実態
を反映した比準価格を採用して、代表標準地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

住宅
Ｓ３

当該地域は中心市街地外延部に位置し、今後も緩やかに住宅地域として熟成度を増すものと予測される。なお、地価水準は
市内住宅地の中で、やや割高感が出始めており、今後は弱含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 75,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

73,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-2.5

-2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南東方
1.9km

大垣
1.9km

(8)

北6m市道

準工
(60,200)

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

237

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

73,800 円／㎡

29,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

71,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.0％ ％

95.6 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 22日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

17,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 73,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

60,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは中心市街地及び外延部住宅地域。需要者の中心は市内の中
堅以上の個人層。最近ＪＲ大垣駅徒歩圏では新規分譲マンションの売れ残り物件が多く見られるようになってきた。また、
当該地域は駅徒歩圏外の外延部住宅地域で、価格水準が低い郊外部の戸建分譲と競合しており、引き続き需給関係に崩れが
見られる。なお、周辺部の中心価格帯は新築分譲住宅で２５００～３４００万円程度と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊



大垣市青柳町２丁目８５番２

低層住宅地

一般住宅が多く見ら
れる住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 80 100 80 低層住宅地

-

１中専(60,200)
居住誘導区域

大垣市の人口は微減傾向にあり、全般的な住宅地需要はやや弱い
が、大垣駅周辺の利便性の高い地域等は、比較的堅調に推移して
いる。

地域要因は概ね静態的で、特段の変動はない。

個別的要因に変動はない。

当地域は、居住の快適性を重視した自用目的の取引が多い住宅地域であるが、比準価格の試算では、基準地と類似の取引事
例を収集・選択しており、資料の信頼性は高い。なお、収益想定に合理性が認められないため、収益価格を求めることはで
きなかった。よって、市場の実勢を反映した比準価格を標準に、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり
決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

地域要因は概ね静態的であるが、一定の継続した需要が認められることから、住宅地域として緩やかに熟成度を増していく
と考えられ、地価は概ね安定的に推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 49,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

48,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.1

+1.0

-3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南西方
4km

大垣
4km

(8)

北6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

206

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0 ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 200 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

48,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

46,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.6％ ％

94.0 ］

99.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 21日 正常価格

令和 3年 7月 10日令和 3年 7月 1日

10,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 48,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

39,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、旧大垣市中心部及びその外延部の住宅地域である。需要者の中心は、３０歳代後半以上の当市居住者を主体
とする一次取得者である。市の中心部からはやや離れることから、地価水準が比較的低いことに着目した需要者が多い。取
引件数は多くはないが、農地の宅地化等による分譲が継続して見られ、着実な需要がある。土地価格は８００万円～１１０
０万円程度、新築戸建分譲は２３００～２７００万円程度が需要の中心になっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

オオタカンテイ

太田　洋一



大垣市宿地町字稲荷前１０５５番２

低層住宅地

一般住宅を中心に、
アパートも見られる
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 50 30 低層住宅地

-

１住居(60,184)
居住誘導区域

大垣市の人口は減少傾向にあるが、県全体に比べ減少率は低い。
高齢化率は県全体よりも低い割合であるが、上昇傾向にある。

地域要因の変動は特に見受けられない。

個別的要因に変動はない。

本件では原価法の適用を見送り、比準価格と収益価格を得た。当地域の賃貸市場は未成熟で、これを反映して収益価格は低
位であった。需要者は主に自己所有目的で取引に参加しており、市場性を反映する比準価格に優位性が認められる。比準に
際しては規範性に優れる事例を複数収集できており、説得力の高い価格が得られた。よって比準価格を採用し、収益価格は
参考に留め、公示価格を規準とした価格との均衡にも留意して、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

戸建住宅を中心とする住宅地域で、住環境、利便性ともに良好であり、今後も現状を維持しつつ推移すると予測する。当面、
地価は横ばいにて推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 64,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

63,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.3

-3.7

+11.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅北西方
1.8km

大垣
1.8km

(8)

北4.6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域
(60,184)

特にない。 基準方位北、４．
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

297

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

64,000 円／㎡

20,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

71,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

110.4 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 7月 3日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

19,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 64,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

51,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内における同価格帯の住宅地域であり、特に北小学校、中川小学校校区内の住宅地と代替性が高い。主
たる需要者は市内及び周辺市町に居住、就労する個人である。当地域はスーパーや病院に近く利便性に優れ、住環境も良好
で需要が底堅い。小規模な宅地分譲が散見され、大垣市内の住宅地としては比較的高位な価格帯を維持している。需要の中
心価格帯は更地で１５００～２０００万円、新築の建物付きで３０００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

向川原不動産鑑定士事務所

向川原　奈美



大垣市稲葉東２丁目５７番

低層住宅地

一般住宅が建ち並ぶ
郊外の住宅地域（稲
葉団地）

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 150 100 低層住宅地

-

１低専(50,80)

大垣市は緩やかな人口減少、高齢化率上昇などが影響し宅地需要
は弱さも見られる。また、新型コロナによる先行きの不透明感も
ある。

熟成した住宅地で地域要因に特段の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

当該地域は賃貸市場が未成熟であるため収益還元法は適用しなかった。近隣地域は快適性、利便性を重視する住宅地域で自
用目的での取引が中心であり、取引価格の水準を指標に価格決定される。本件では、市場性を反映した精度が高く客観性を
有する比準価格を採用し、代表標準地との検討を踏まえ、更に単価と総額との関連にも留意の上、鑑定評価額を上記の通り
決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

戸建住宅地域として熟成しており、大きな変動はないと思われる。需給に特段の変化はなく、地価は当面は下落傾向で推移
するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 35,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

34,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.1

-1.2

+35.0

+3.1

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

垂井駅東方
2.8km

垂井
2.8km

(8)

北6m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

278

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

34,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

46,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.2％ ％

131.9 ］

99.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 21日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

9,670,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 34,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

28,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね大垣市西部及び垂井町東部の戸建住宅地域である。主な需要者は、市内通勤の一次取得者であるが周辺市
町からの転入者も見られる。近隣地域は熟成した戸建住宅地域であり、市中心部からやや遠く交通利便性が劣るため需給は
弱い。市場の中心価格帯は、土地は２６０㎡程度で９００万円程度、新築の戸建物件は２３００万～２５００万円程度と把
握する。なお、新型コロナによる需要の影響は殆ど見られない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

5 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

杉山不動産鑑定

杉山　淳



大垣市牧野町３丁目１０９番

低層住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ郊外の住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 150 0 100 低層住宅地

-

２住居(60,200)
居住誘導区域内

大垣市内の地域経済は緩やかな回復基調が続いている。経済指標
も改善しており徐々に回復が進むと予測する。

大垣市の外縁部に位置し旧来からの集落を中心とする地域である。
地域要因の変動は緩やかである。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は県道北方背後の一般住宅を中心とする地域で、周辺にはアパート等の収益物件もみられるが、自己使用目的の一
般住宅の取引が中心であり、土地の収益性が考慮されることは少ないため、収益還元法は採用しなかった。以上の検討を踏
まえ、本件では比準価格を標準に、代表標準地との価格に留意して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近隣地域は大垣市北西部郊外の住宅地域である。旧来からの住宅が中心で比較的地域要因の変動が小さく、格別の変動要因
がみられない。しばらくは現状を維持するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 42,400円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

41,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-2.2

+74.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅北西
5.2km

大垣
5.2km

(8)

北6m市道

２住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域内

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

163

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0 ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 150 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

41,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

71,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.9％ ％

170.2 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 21日 正常価格

令和 3年 7月 16日令和 3年 7月 1日

6,780,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 41,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

34,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は当市西部ないし北西部郊外の住宅地域である。最寄り駅からやや距離があるが、比較的土地価格が安いため、
予算の制約のある３０代等の若年層に係る１次取得者の需要がある。取引の中心価格帯は土地が６００万円～１０００万円
程度、新築戸建分譲は２０００万円～２５００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

6 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

一般財団法人　日本不動産研究所　岐阜支所

西村　隆



大垣市菅野３丁目１３番２

低層住宅地

中規模一般住宅のほ
かにアパート、農地
等も見られる住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 70 100 100 低層住宅地

-

１中専(60,200)
居住誘導区域

人口は微減、高齢化率は上昇傾向。コロナ禍にあっても好立地
の不動産需要は比較的堅調であり、不動産市場に与える影響は
限定的。

特段の地域要因の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

当該地域は自己使用の戸建住宅地域であり近隣地域内には賃貸住宅が少なく賃貸市場は未成熟のため収益還元法は非適用
とした。比準価格は大垣駅北西方４ｋｍ程度までに位置する事例より査定している。売買市場は自己使用目的が大部分で
居住の快適性や利便性が重視されるため比準価格の説得性が高い。よって、比準価格を採用し、代表標準地との検討を踏
まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中心市街地と比較して利便性の劣る市街地外縁部の住宅地の需要は低調であり、地価水準は下落傾向で推移していくもの
と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 43,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

42,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.1

+0.1

+13.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅北西方
4km

大垣
4km

(8)

北6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

322

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

42,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

46,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.5％ ％

108.5 ］

99.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 24日 正常価格

令和 3年 7月 13日令和 3年 7月 1日

13,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 42,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

34,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は大垣市内の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは大垣市北西寄りに位置する住宅地域。需要者は大
垣市内に居住又は勤務する一次取得者層である。圏内の住宅地は中心市街地と比べ利便性には劣るものの地価水準が低位
な地域であるため価格重視の需要者から一定の需要が認められる。当該地域の中心価格帯は土地は２００㎡程度で８００
万～１，０００万円程度、新築戸建住宅は２，３００万～２，６００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

7 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社ＯＫＢ信用保証

馬渕　晶江



大垣市禾森町５丁目７０番２

低層住宅地

中規模一般住宅の中
に倉庫等が混在する
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北70 50 50 60 低層住宅地

-

１住居(60,200)
居住誘導区域

コロナ禍が所得、雇用、消費に明暗を伴いつつ影響。駅徒歩圏や
利便性の高い地域の住宅地需要は比較的安定し、二極化、選別化
が進行。

駐車場利用が多く、個人向けの物件が少ないため、戸建用地需要
は駅徒歩圏の利便性が良好な地域及び価格水準が低い周辺部へ移
行。

個別的要因に変動はない。

比準価格は大垣市内の事例を採用し市場の実態を反映している。一方、周辺には賃貸用共同住宅も見られるが、旧来土地所
有者の資産運用、節税目的を主とするもので、土地価格に見合う賃料水準が形成されていないため、収益価格は低位に試算
された。取引では収益性よりも住宅地としての快適性、利便性が重要視されているため、市場の実態を反映した比準価格を
採用し、収益価格は参考に留め、公示価格を規準とした価格との検討を踏まえて鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
ＲＣ３

当該地域は大垣市民病院に近接し、周囲は病院来客用の青空駐車場としての利用が多いため、新規の分譲住宅販売は見られ
ず、今後も現状維持で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 72,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

71,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-0.4

-1.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南方
2km

大垣
2km

(8)

北6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

公共利便施設・幹線道路に
近接する住宅地域。

基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

281

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 24.0  ｍ、　規模 280  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

71,800 円／㎡

32,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

71,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.4％ ％

98.6 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 22日 正常価格

令和 3年 7月 14日令和 3年 7月 1日

20,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 71,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

58,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは中心市街地及び周縁部の住宅地域である。需要者の中心は
市内に居住又は勤務する一次取得者層である。当該地域は大垣市民病院の駐車場としての利用が多いため、放出物件が少な
く、新規の分譲住宅販売も見られず、個人向けの不動産取引は低調に推移している。周辺部での中心価格帯は土地１２００
万～２０００万円程度、建売分譲２５００万～３５００万円程度と把握する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

8 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社ギフカンテイ

安田　聖子



大垣市浅草２丁目４１番１

低層住宅地

一般住宅のほかにア
パート、農地が見ら
れる住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 60 70 30 低層住宅地

-

１住居(60,200)
居住誘導区域

大垣市の人口は減少傾向にあるが、県全体に比べ減少率は低い。
高齢化率は県全体よりも低い割合であるが、上昇傾向にある。

地域要因に目立った変化等は見られない。

個別的要因に変動はない。

本件では比準価格のみを得た。比準価格は実際に生起する取引を基に算出されたものであり実証性に優れる。また当地域及
び周辺地域において賃貸物件は見受けられるものの、当地域の取引は主に自己利用目的で行われている。比準に際しては対
象基準地と代替性の高い事例を採用し、規範性の優劣に応じた扱いを行って、精度の高い価格が得られた。よって本件では
比準価格を採用し、公示価格を規準とした価格との均衡にも留意して鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

周囲の宅地化は進行しつつあるが、大垣市中心部から距離のある住宅地域であり、需要は相対的に低く、今後、地価は下落
傾向にて推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 44,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

44,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.1

+2.1

+4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南方
6.8km

大垣
6.8km

(8)

西5m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

特にない。 基準方位北、５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

163

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

44,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

46,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.6％ ％

104.0 ］

99.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 7月 3日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

7,190,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 44,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

36,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内における同価格帯の住宅地域であり、特に大垣市南部の住宅地と代替性が高い。主たる需要者は市内
及び周辺市町に居住、就労する個人である。当地域は名神高速道路のインターチェンジや小学校に近く、利便性は悪くはな
いが、大垣市中心部から距離があり、需要は相対的に低い。周囲には農地が多く残り、小規模な宅地分譲が散発的に行われ
ている。需要の中心価格帯は更地で１０００万円弱、新築の建物付きで２５００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

9 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

向川原不動産鑑定士事務所

向川原　奈美



大垣市笠木町字吉海道３２０番２

低層住宅地

一般住宅のほかにア
パート等も見られる
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 20 100 120 低層住宅地

-

１中専(60,172)
居住誘導区域

当市の景況は持ち直し圏内で、人口は微減傾向である。住宅地需
要は、コロナ禍もあり、大垣駅周辺一帯以外は回復していない。

当旧市内での住宅地の相対的な人気度は、やや停滞気味と推断す
る。

個別的要因に変動はない。

本件での試算価格は比準価格のみである。地域の需要者層は自己居住目的が殆どである。売買市場は収益性よりも住環境や
利便性が重要視され、賃貸住宅建築想定は画地規模からも経済的合理性に乏しいと認める。よって、市場の実勢を適切に反
映し、説得力に優れる比準価格を採用し、同一地点となる地価公示の代表標準地価格からの半年間の変動状況を踏まえ、鑑
定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近隣地域は大垣市北西部郊外の住宅地域である。新規のミニ住宅分譲地が目立つが、やや利便性が劣後し、需要の程度は強
くない。今後も、コロナ禍による影響について注視が必要とみる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 46,700円／㎡

公示価格 46,200円／㎡

標準地番号 大垣 11-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

大垣駅北西方
3.3km

大垣
3.3km

(8)

北4.3m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域
(60,172)

特にない 基準方位北、４．
３ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

167

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

45,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.9 -0.9％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 30日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

7,650,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 45,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

37,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、当市市街化区域の内、外縁の住宅地域と判定するが、特にＪＲ東海道本線以北の住宅地域との牽連性が強い。
当市内及び周辺市町の勤労者世帯が需要の中心であり、主たる需要層は一次取得者と解する。景気は徐々に回復しているが、
不動産需要度はＪＲ大垣駅周辺の市街地が高く、集中しており、二極化が進んでいる。土地のみで８００万円～９００万円
程度、新築戸建住宅は２，５００万円～３，０００万円程度が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

10 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

寺崎不動産鑑定事務所

寺崎　博男



大垣市上石津町上多良字堂之上６６７番１外

低層住宅地

農家住宅を主体とす
る旧来からの住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 100 100 100 低層住宅地

-

「都計外」

上石津町では、人口減少や高齢化が進行していることから土地需
要は弱い。

旧来からの集落地域であり、地域要因は静態的で、特段の変動は
ない。

個別的要因に変動はない。

当地域は、上石津地区に存する住宅地域であるが、比準価格の試算では、基準地と類似の取引事例を収集・選択しており、
資料の信頼性は高い。なお、収益想定に合理性が認められないため、収益価格を求めることはできなかった。よって、市場
の実勢を反映した比準価格を標準に、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

山間にある農家集落地域であることから、地域要因は静態的であり、地価は今後もやや弱含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 5,050円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

関ケ原駅南方
13km

関ケ原
13km

(8)

南3.7m市道

「都計外」

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、３．
７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

651

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0 ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 600 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

5,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 21日 正常価格

令和 3年 7月 10日令和 3年 7月 1日

3,260,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 5,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、上石津町及び周辺市町の農家集落地域である。需要者の中心は、上石津地区に地縁性を持つ個人である。当
地域は、旧来からの農家集落地域であり、地縁性は強く、取引も少ないため、需給関係はやや弱含みで推移している。取引
は散発的なことから、中心価格帯を見いだすことはできなかった。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

11 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

オオタカンテイ

太田　洋一



大垣市上石津町牧田字上野２５４２番

低層住宅地

中規模住宅を主体と
する既成住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 150 30 50 低層住宅地

-

「都計外」

上石津町では、人口減少や高齢化が進行していることから土地需
要は弱い。

地域要因は静態的で、特段の変動はない。

個別的要因に変動はない。

当地域は、上石津地区に存する住宅地域であるが、比準価格の試算では、基準地と類似の取引事例を収集・選択しており、
資料の信頼性は高い。なお、収益想定に合理性が認められないため、収益価格を求めることはできなかった。よって、市場
の実勢を反映した比準価格を標準に、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

新旧の戸建住宅を中心とする住宅地域であるが、地域要因は静態的で、特段の変動はないため、地価は今後も横ばい傾向で
推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 10,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

関ケ原駅南東方
4.4km

関ケ原
4.4km

(8)

北東3.3m市道

「都計外」

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、３．
３ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

403

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0 ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 400 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

10,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0

-1.0

方位

不整形

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 21日 正常価格

令和 3年 7月 10日令和 3年 7月 1日

4,030,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 10,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、上石津町及び周辺市町の住宅地域である。需要者の中心は、地縁性を持つ個人である。取引は少なく地域要
因は静態的であるが、当地域は上石津地区の中でも比較的利便性が良好な地域であり、需要は弱いものの地価水準は概ね横
ばいで推移している。取引事例が少なく、取引の属性及び規模も様々であり、中心価格帯を見いだすことはできなかった。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 12－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

12 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

オオタカンテイ

太田　洋一



大垣市楽田町３丁目３７番１

低層住宅地

一般住宅のほかにア
パ－ト、農地等が見
られる住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北45 50 100 70 低層住宅地

-

１中専(60,200)

人口は微減、高齢化率は上昇傾向。コロナ禍にあっても好立地
の不動産需要は比較的堅調であり、不動産市場に与える影響は
限定的。

周辺では新規にミニ開発が見られるが、特段の地域要因の変動
は認められない。

個別的要因に変動はない。

当該地域は共同住宅も見られるが取引においては自己使用目的が大半で需要者は自己居住目的の中堅個人層である。比準
価格は楽田町を始め、同一小学校区内の類似性の高い事例を中心に査定しており妥当性は高い。本年は近隣地域内の取引
も確認した。一方、対象基準地の画地規模では事業収支の観点からも共同住宅を想定することは非現実的な為収益還元法
は非適用とした。よって、比準価格を採用し代表標準地との検討を踏まえ鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

周辺を含めミニ開発等による宅地化が進行し緩やかに熟成度を増していくと予測する。地価は弱含みで推移すると予測す
る。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 55,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

54,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.9

+28.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅北東方
2.3km

大垣
2.3km

(8)

西6m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

176

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

54,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

71,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.3％ ％

130.4 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 24日 正常価格

令和 3年 7月 13日令和 3年 7月 1日

9,560,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 54,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

44,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は大垣市内の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは国道２１号線北側に位置する住宅地域。需要者は
大垣市内に居住又は勤務する３０～４０歳代の一次取得者層である。近隣地域及び周辺は中心市街地と比較してやや利便
性が劣るものの、児童数の増加が見られる学区内で価格面での割安感も認められる地域である。当該地域の中心価格帯は
土地は２００㎡程度で１，０００万円程度、新築戸建住宅は２，７００万～３，０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 13－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

13 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社ＯＫＢ信用保証

馬渕　晶江



大垣市恵比寿町北５丁目７番２外

低層住宅地

一般住宅を中心にア
パートも見られる住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北25 140 100 80 低層住宅地

-

１住居(60,200)
居住誘導区域

大垣市の人口は継続して微減傾向にあるが、県全体に比べ減少率
は低い。また、高齢化率は、県全体より低いが、上昇傾向にある。

周辺部では販売戦略上、低水準の建築条件付き土地分譲が散見さ
れるようになってきた。また、既存の土地取引も低調である。

個別的要因に変動はない。

当該地域は収益性よりも居住の利便性・快適性を志向する住宅地域で、需要者は自己使用目的の個人層である。当該地域に
はアパートも見られるが、大規模画地での地主の節税目的が主である。よって、収益価格は参考程度に留め、市場の実態を
反映した比準価格を採用して、地価公示価格からの半年間の価格形成要因の変動状況を考慮の上、鑑定評価額を上記の如く
決定した。

［

［

住宅
Ｓ３

当該地域は中心市街地外延部に位置し、今後も緩やかに住宅地域として熟成度を増すものと予測される。なお、地価水準は
市内住宅地の中で、やや割高感が見られ、今後は弱含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 72,000円／㎡

公示価格 71,200円／㎡

標準地番号 大垣 5-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

大垣駅南東方
2km

大垣
2km

(8)

北6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

252

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 23.0  ｍ、　規模 275  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

70,500 円／㎡

28,400 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.1 -1.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 22日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

17,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 70,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

57,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内の住宅地域で、特に価格牽連性が強いのは中心市街地及び外延部住宅地域。需要者の中心は市内の中
堅以上の個人層。最近では駅徒歩圏内の分譲マンションの販売は苦戦しており、売れ残り物件の値引き販売も散見される。
また、当該地域は駅徒歩圏外の外延部住宅地域で、価格水準が低い郊外部の戸建分譲と競合しており、引き続き需給関係に
崩れが見られる。なお、周辺部の中心価格帯は新築分譲住宅で２５００～３４００万円程度と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 14－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

14 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊



大垣市矢道町２丁目５５７番外

低層住宅地

中規模農家住宅が多
く農地も多い住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 40 40 160 低層住宅地

-

「調区」(60,200)

コロナ禍が所得、雇用、消費に明暗を伴いつつ影響。駅徒歩圏や
利便性の高い地域の住宅地需要は比較的安定し、二極化、選別化
が進行。

市中心部からの利便性が劣る農家住宅を中心とする集落地域であ
り、地域要因に特段の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

比準価格は大垣市内の市街化調整区域内の住宅地事例を採用して市場の実態を反映している。一方、当該地域の賃貸需要は
ほとんどなく、公法上の規制からも収益建物の想定が困難であることから、収益還元法は適用しなかった。当地域は農家住
宅を中心とする集落地域で、自己使用目的の取引が大半で、取引価格の水準を指標に価格が決定されることが一般的と認め
られるので、比準価格を採用し、公示価格を規準とした価格との検討も踏まえて鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

大垣市西部の市街化調整区域内の農家住宅を中心とした集落地域であり、地縁的取引を除くと土地需要は限定的であり、地
価は下落傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 18,700円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

18,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 7

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.5

-0.3

+37.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

垂井駅東方
3.5km

垂井
3.5km

(8)

南5m市道､三方路

「調区」
(60,200)

（その他）　　　　
(70,200)

特にない 基準方位北、５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

729

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 28.0  ｍ、　規模 700  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

18,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

24,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.1％ ％

134.5 ］

99.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

+1.0

+1.0

-2.0

方位

三方路

不整形

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 22日 正常価格

令和 3年 7月 14日令和 3年 7月 1日

13,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 18,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市郊外の市街化調整区域を中心とした住宅地域である。需要者は地縁性を有する個人が中心で、他地域か
らの転入者はほとんど見られない。集落的特性を有する住宅地域においては、人口減少や高齢化が進み、かつ、市中心部か
ら距離があり、利便性が劣ること及び公法上の規制からも、需要は弱く、取引は低調に推移している。画地規模や建物の大
きさによって取引価格はまちまちであり、取引の中心となる価格帯の把握は困難な状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 15－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

15 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社ギフカンテイ

安田　聖子



大垣市東町１丁目１９８番１

低層住宅地

中規模一般住宅が多
い郊外の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 80 90 70 低層住宅地

-

１住居(60,200)
居住誘導区域

大垣市の人口は減少傾向にあるが、県全体に比べ減少率は低い。
高齢化率は県全体よりも低い割合であるが、上昇傾向にある。

地域要因の変動は特に見受けられない。

個別的要因に変動はない。

本件では比準価格のみを得た。比準価格は実際に生起する取引を基に算出されたものであり実証性に優れる。また当地域及
び周辺地域において賃貸物件は見受けられるものの、取引は主に自己利用目的で行われており、市場性を反映する比準価格
は当地域の地域性に適している。比準に際しては規範性に優れる事例を複数収集し、説得力の高い価格が得られた。よって
本件では比準価格を採用し、公示価格を規準とした価格との均衡にも留意して鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当地域は周囲に小規模分譲等が活発に行われて宅地化が進行しており、需要は堅調な地域である。地価は当面横ばいにて推
移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 52,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

51,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 5

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.8

+32.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅東方
3.8km

大垣
3.8km

(8)

北6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域

特にない。 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

268

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 270  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

52,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

71,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

135.7 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 7月 3日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

14,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 52,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

42,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市における同価格帯の住宅地域であり、特に小野小学校下の住宅地と代替性が高い。主たる需要者は市内
及び周辺市町に居住、就労する個人である。当地域周辺は小規模開発が活発で、分譲素地となる農地と分譲地の取引が多く
見られる。需要も堅調で宅地化が進行しており、小野小学校の児童数はここ数年増加傾向にある。需要の中心価格帯は更地
で１５００万円弱、新築の建物付きで３０００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 16－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －

基準地番号 提出先

16 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

向川原不動産鑑定士事務所

向川原　奈美



大垣市郭町３丁目２５番

中層店舗併用住宅地

中層ビル、店舗併用
住宅等が建ち並ぶ商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 60 20 50 中層店舗併用住宅地

-

商業(100,500)
防火

都市機能誘導区域

大垣市の人口は継続して微減傾向にある。なお、既存商業地の店
舗は大型商業施設、ネット通販と競合状態にある。

交通量、繁華性に大きな変動はない。なお、周辺背後の近隣商業
地域は衰退傾向が継続している。

個別的要因に変動はない。空店舗の状態が続いている。

当該地域は本来収益性を志向する商業地域であるが、不動産取引は自用目的が中心である。比準価格は大垣市中心市街地商
業地の事例を中心に採用しており、適正に市場の実態を反映できたと思料する。よって、市場の実態を反映した比準価格を
重視して、収益価格を参酌して、さらに地価公示標準地との検討を踏まえて、鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ３

当該地域は銀行本店に近接しており、当分の間は小売店舗等の連坦性は維持されるものと予測する。なお、郭町東西街区地
区では再開発事業等の計画があるも、現状では当該地域への影響は見られていない。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 104,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

103,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.5

+17.0

+6.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南方
950m

大垣
950m

(8)

北30m県道

商業
(80,500)

防火

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

(100,500)

特にない ３０ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

149

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

106,000 円／㎡

60,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

131,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0％ ％

125.9 ］

99.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 22日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

15,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 103,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

83,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内の商業地域で、特に価格牽連性が強いのは大垣市中心市街地の商業地域。需要者の中心は圏内に拠点
を有する一般法人又は個人事業者で、一定規模以上の画地は圏外からの大手資本の参入も見られる。大垣駅周辺での大規模
な不動産開発は一服感が見られ、また、マンションについては竣工後も売り残り物件が目立つ状況で、値引き販売も見られ
る状況にある。なお、空事務所は依然として多く、事業用賃貸物件の需給関係は改善していない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）横幕不動産鑑定事務所

横幕　輝俊



大垣市桐ケ崎町９３番

中層事務所地

店舗、事務所が多く
一般住宅も混在する
商業地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 50 100 中層事務所地

-

商業(90,400)
準防

都市機能誘導区域

大垣市内の地域経済は緩やかな回復基調が続いている。経済指標
も改善しており徐々に回復が進むと予測する。

駅周辺の整備等により地域要因は緩やかに回復している。新型コ
ロナウイルス感染症による影響は徐々に収まりつつある。

個別的要因に変動はない。

当該地域は自己使用の事業者による利用が中心であり、純粋な投資目的で新規に事務所ビルの建築を行う者は少なく、節税
目的が大半である。よって本件では比準価格を標準として収益価格を関連づけ標準地との検討を踏まえ鑑定評価額を上記の
とおり決定した。

［

［

事務所
Ｓ３

大垣市の中心市街地の南西部に位置する商業地域で、低層の店舗、事務所ビルが連たんする。ＪＲ大垣駅に近く地元ユーザ
ー等による一定の需要が存在する。今後は徐々に好転してゆくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 93,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

93,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 3

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.5

-3.7

-1.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南西
600m

大垣
600m

(8)

東11m市道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

(90,400)

特にない １１ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

247

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0 ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 250 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

96,800 円／㎡

63,400 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

93,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

99.6 ］

99.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

ない

　補正

正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

93,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

大垣（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.5

-7.2

+10.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

104,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

109.8 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 21日 正常価格

令和 3年 7月 16日令和 3年 7月 1日

23,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 93,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

75,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内及び隣接市町の商業地域である。需要者層は市内外の法人又は個人事業者と推定される。大垣市中心
部に位置するため事務所としての潜在的な需要は安定しており収益性が確保されることから一定の需要が認められる。取引
価格水準は１㎡当たり９万円～１０万円と推定される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

一般財団法人　日本不動産研究所　岐阜支所

西村　隆



大垣市安井町２丁目１７番１

低層店舗兼事務所地

小売店舗、営業所の
多い路線商業地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 150 50 30 低層店舗兼事務所地

-

近商(90,300)
都市機能誘導区域

既存の路線商業地は新規郊外の複合店舗等と競合している。これ
に新型コロナの影響が加わり商業収益力の下方圧力は解消してい
ない。

地域要因に特に目立った変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

基幹道路沿いで店舗、事務所等が混在する路線商業地域であるが、自己使用目的の取引が中心である。商業事業者向けの賃
貸市場の成熟の程度は総じて低く、収益価格の説得力は相対的に劣る。比準価格は旧市内の類似性が高い事例を採用して試
算しており、信頼性、有用性が高い。以上より、市場の実態を適確に反映した比準価格を標準として、収益価格を参酌し、
類似の標準地や指定基準地との価格検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

事務所
Ｓ３

幹線道路沿いの路線商業地域で、相対的には比較的安定的に推移すると予測する。地価は、主にコロナ禍に拠る経済活動の
制約下、下落傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 87,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

85,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.2

+25.4

+11.0

+8.1

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南東方
2.5km

大垣
2.5km

(8)

南22m県道

近商
(80,300)

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

(90,300)

特にない ２２ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

380

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 27.0  ｍ、　規模 380  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

86,400 円／㎡

47,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

131,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.8％ ％

152.3 ］

99.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

85,500

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

大垣（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.7

+7.3

+4.0

+7.1

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

104,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

120.4 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 30日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

32,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 85,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

69,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、旧大垣市内の幹線道路沿いを中心とする商業地域と判定する。需要者の主体は地縁性を有する個人事業者及
び沿道サービス店舗事業者等である。交通量が多い地域であるが、幹線道路沿いの土地利用は定期借地権の設定によるもの
も多くみられ、またコロナ禍の影響もあり、土地売買の需要は弱含みである。取引は散発的で、画地規模や個別の事情等様
々であるため、需要の中心価格帯を見出すのは困難な状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

寺崎不動産鑑定事務所

寺崎　博男



大垣市墨俣町墨俣字法蔵寺１０８６番１

低層店舗地

中小規模の店舗、事
業所の他、住宅も混
在する路線商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北65 120 25 0 低層店舗地

-

近商(90,200)
都市機能誘導区域

大垣市内の地域経済は緩やかな回復基調が続いている。経済指標
も改善しており徐々に回復が進むと予測する。

主要県道沿いの商業地で交通量も多く一定の収益性が見込まれる。
新型コロナウイルス感染症の影響等は徐々に収まりつつある。

個別的要因に変動はない。

当該地域は自己使用の事業者による利用が中心であり、賃貸物件については定期借地が多く事業者向けの賃貸市場の熟成の
程度は未だ低い。よって本件では比準価格を標準として収益価格を関連づけ代表標準地との検討を踏まえ鑑定評価額を上記
のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
ＲＣ３

墨俣町の中心部に位置する幹線道路沿いの商業地域である。車両の交通量も多く一定の収益性が見込まれるため一定の需要
が認められる。新型コロナウイルス感染症の影響は徐々に収まりつつある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 49,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

48,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

羽島 4

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.6

+10.5

-8.0

+7.2

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

穂積駅南西
4.8km

穂積
4.8km

(8)

北12.5m県道､背面道

近商
(80,200)

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

(90,200)

特にない １２．５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

509

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0 ｍ、　奥行　約 35.0  ｍ、　規模 500 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

50,200 円／㎡

19,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

51,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.2％ ％

111.8 ］

100［ ］ 105.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

+5.0二方路

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 21日 正常価格

令和 3年 7月 16日令和 3年 7月 1日

24,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 48,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内及び隣接市町の幹線道路沿いの路線商業地域である。需要者層は市内外の法人又は個人事業者と推定
される。当該地域は幹線道路沿いの路線商業地域で収益性が確保されることから一定の需要が認められる。取引価格水準は
㎡当たり５万円前後と推定される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 4－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

一般財団法人　日本不動産研究所　岐阜支所

西村　隆



大垣市高屋町３丁目２８番

中層事務所付共同住宅地

中層ビル、店舗等の
多い商業地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 80 35 50 中低層事務所付共同住宅地

-

商業(100,500)
準防

都市機能誘導区域

国内景気は新型コロナウィルス感染症の影響から持ち直しの兆し
も見られるが、市内の商業地需要は全体的に弱含んでいる。

ＪＲ大垣駅南側エリアでは繁華性の低下傾向が続いてきている。

個別的要因に変動はない。

周辺地域には店舗事務所ビルが多く見られるものの、その取引に際しては自用のものが多く、収益物件の取引は少ない状況
である。従って、市場の実態を反映した比準価格を重視し、収益価格を参酌して、地価公示標準地及び指定基準地との比較
検討も踏まえて鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗、事務所兼住宅
Ｓ６

当該地域はＪＲ大垣駅南側に位置する店舗事務所ビルが建ち並ぶ商業地域で、繁華性の低下傾向が続いている。新型コロナ
ウィルス感染症に伴う経済活動の低迷が長引き、地価への影響も懸念される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

122,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-0.8

+5.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南東方
300m

大垣
300m

(8)

北25m市道

商業
(80,500)
準防

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

(100,500)

特にない ２５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

364

( )

⑨法令上の規制等

1:3

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 360  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

126,000 円／㎡

60,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

131,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間％ ％

106.3 ］

99.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

122,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

大垣（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.4

-16.1

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

104,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

84.2 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 25日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

44,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 123,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

98,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ大垣駅徒歩圏内の商業地域を含む一帯である。需要者は店舗・事務所目的の地元法人、不動産業者が中心
である。駅南側の商業地域は小規模店舗の廃業などで全体的に繁華性の低下傾向が見られ、周辺での不動産取引も少なくな
ってきており、取引の中心となる価格帯を把握することは困難な状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 5－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

5 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

東和コンサルタント株式会社

廣瀬　啓司



大垣市林町５丁目１２番１外

中低層店舗兼事務所地

店舗、中層ビル等が
混在する駅に近い商
業地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 0 100 20 中低層店舗兼事務所地

-

商業(100,400)
準防

都市機能誘導区域

コロナ禍の影響は、業種規模、営業姿勢によりまちまちであるが、
先行き不透明により全般的な店舗需要は縮小傾向にあると予測さ
れる。

新型コロナの影響で一時客足は鈍ったものの、希少性を有し、大
垣駅北口の商業地としての高いポテンシャルは維持されている。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は大垣駅北口に近い商業地域であり、比準価格の試算では商業地特有の要因について十分に比較考量した。一方、
近隣地域周辺は高度利用が不十分であり、地価に見合う収益が得られないため、収益価格はやや低位に求められた。以上か
ら、大垣市中心部の商業地事例を採用して市場の実勢を適切に反映した比準価格を重視し、収益価格を比較考量して、公示
価格を規準とした価格及び指定基準地との検討を踏まえて、鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗
Ｓ１

新型コロナの影響で一時客足は鈍ったものの、近隣地域は大垣駅北口に近接する県道沿いの商業地域であり、周辺には大型
商業施設が立地し、その集積効果から、今後も安定的に推移してゆくものと思われる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 123,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

123,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.4

-0.6

+9.0

+3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅北方
350m

大垣
350m

(8)

西20m県道､南側道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
都市機能誘導区域

(100,400)

大型商業施設に隣接する商
業地域

２０ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

302

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

124,000 円／㎡

66,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

131,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

113.2 ］

99.2［ ］ 107.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

+7.0角地

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

123,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

大垣（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.9

-16.0

+4.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

104,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

89.9 ］

99.0［ ］ 107.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 22日 正常価格

令和 3年 7月 14日令和 3年 7月 1日

37,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 123,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

92,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内の商業地域で、特に価格牽連性が強いのは大垣駅徒歩圏内の商業地域である。需要者の中心は地場の
個人事業者のほか資本力を有する法人等である。店舗用地は事業用借地権の活用が主流であり、商業地取引は依然低い水準
にあるため中心価格帯を見出すことは困難であるが、大垣駅北口は大型商業施設による集客効果があり、また、供給が少な
く希少性を有することから、駅北口徒歩圏内の商業地の需要は比較的安定的に推移している。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 6－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

6 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社ギフカンテイ

安田　聖子



大垣市今宿５丁目１１番１

低層店舗兼住宅併用地

幹線道路沿いに店舗
等が建ち並ぶ路線商
業地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 200 50 30 低層店舗兼住宅併用地

-

準工(60,200)
地区計画等

都市機能誘導区域

新型コロナの影響により、いわゆる巣ごもり需要は堅調な一方、
飲食店舗等への打撃は大きく、業種によって景況にばらつきが見
られる。

地域要因の変動は特に見受けられない。

個別的要因に変動はない。

当地域では事業者向けの賃貸市場は比較的成熟しているが供給過多により賃料が抑えられ、収益価格は低位であった。取引
は主に自己利用目的で行われており市場性を反映した比準価格に優位性が認められる。比準に際しては代替性の高い事例を
採用し、規範性の優劣に応じた扱いを行って精度の高い価格が得られた。よって比準価格を重視し、収益価格を参酌して、
公示価格を規準とした価格との均衡に留意し、指定基準地からの検討も踏まえ、鑑定評価額を決定した。

［

［

診療所
Ｗ２

当地域は路線商業地域であり、当面は現状維持にて推移すると予測する。価格については、当面は弱含みで推移すると予測
する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 75,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

75,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 3

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.9

+10.7

+3.0

+8.2

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南東方
2.1km

大垣
2.1km

(8)

南16m市道

準工
(60,200)

（その他）　　　　
地区計画等

都市機能誘導区域

特にない。 １６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

760

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 750  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

76,900 円／㎡

39,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

93,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.7％ ％

124.5 ］

99.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

75,300

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

大垣（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.8

+6.8

+14.0

+10.3

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

104,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

136.7 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 7月 3日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

57,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 75,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

62,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市内の商業地域で、主たる需要者は全国・地方展開するロードサイドビジネス事業者や圏内の個人事業者
等である。背後の住宅地域は住環境が良好で利便性も優れ、比較的高価格での取引が見られる。新型コロナの影響で先行き
に不透明さはあるが、当地域は事業用借地権の設定によって営業するケースが主であり取引は少ないものの、当地域周辺へ
の人口流入を背景に潜在的な需要は高い。需要の中心価格帯の把握は個別性が大きく、困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 7－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

7 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

向川原不動産鑑定士事務所

向川原　奈美



大垣市林町７丁目字薮下６８１番１

低層店舗地

小売店舗、飲食店舗
等が建ち並ぶ路線商
業地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 160 250 低層店舗地

-

準住居(70,200)
居住誘導区域

既存の路線商業地は新規郊外の複合店舗等と競合している。これ
に新型コロナの影響が加わり商業収益力の下方圧力は解消してい
ない。

新陳代謝にやや乏しく、ロードサイドとしての競争力は相対的に
は芳しくない。

個別的要因に変動はない。

比準価格は、旧市内の商業地域から４事例を採用し、街路条件の類似性等を重視した比準の過程、考量で典型的な需要に即
した価格が得られたと認識する。収益価格は低位に試算されたが、当該地域の商業建物は自己使用が多く、地主物件主体の
市場では、資産リスクに寛容な賃料形成が定着する傾向が強い。したがって、鑑定評価額は比準価格をベースに、収益価格
を関連づけ、類似の地価公示地及び指定基準地の価格との比較、検討を踏まえ、上記の如く決定した。

［

［

店舗
Ｗ２

南方の跨線橋で地域一体性が遮断されること等から、路線沿いの商業集積は停滞している。コロナ禍もあり、ロードサイド
としての熟成にはやや材料不足で緩やかな地価続落を予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 75,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

74,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+17.7

+29.5

+13.4

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅北東方
1.3km

大垣
1.3km

(8)

東25m国道

準住居
(60,200)

（その他）　　　　
居住誘導区域
(70,200)

中央分離帯がある国道沿い
の商業地域

２５ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

471

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

75,400 円／㎡

37,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

131,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9％ ％

174.6 ］

99.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

74,200

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

大垣（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.4

+0.3

+22.5

+12.4

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

104,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

138.7 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 30日 正常価格

令和 3年 7月 12日令和 3年 7月 1日

35,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 74,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

59,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、旧大垣市内の幹線道路沿いの路線商業地域が中心と判定する。需要者は、同一需給圏内に地縁性等をもつ小
売業者を中心に、ロ－ドサイド型店舗業者等も見受けられる。但し、旧当市も商業地の拡散傾向が強く、店舗経営者の高齢
化、営業不振なども加わり供給圧力が強く、需要は回復していなく、当該地域も弱含み傾向の範疇にあると推察する。取引
される価格帯は立地条件等により様々であり、需要の中心となる価格帯は見出し難い情勢である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 8－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －5

基準地番号 提出先

8 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

寺崎不動産鑑定事務所

寺崎　博男



大垣市久瀬川町７丁目５番８

工場地

既成市街地の中に大
規模工場等の建ち並
ぶ工業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 230 60 200 工場地

-

工業(70,200)

大垣市内の地域経済は緩やかな回復基調が続いている。経済指標
も改善しており徐々に回復が進むと予測する。

設備投資の増加等により工場地の需要が増加している。新型コロ
ナウイルス感染症による影響は徐々に収まりつつある。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は大垣市の工業地域で、自己使用の事業者が中心であり、賃貸のケースは極めて少なく現実的ではないので収益還
元法は採用しなかった。以上の検討を踏まえ、本件では比準価格を標準に、標準地との価格に留意して鑑定評価額を上記の
とおり決定した。

［

［

工場

旧来からの大中規模の工場が連たんする地域で、周辺地域にはその後開発された住宅等が介在する。比較的市街地に近いた
め堅調な需要が認められる。新型コロナウイルス感染症の影響は徐々に収まりつつある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 31,700円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

31,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

大垣 2

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.7

-0.6

-18.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

-2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

大垣駅南西
2.9km

大垣
2.9km

(8)

東11m市道､三方路

工業
(60,200)

（その他）　　　　
(70,200)

特にない １１ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

21,722

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

100.0 ｍ、　奥行　約 200.0  ｍ、　規模 20,000 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

31,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

23,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.3％ ％

78.5 ］

99.9［ ］ 103.0［ ］

98.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 3 令和 3年 7月 20日　提出

宅地-1

+3.0三方路

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 3年 1月]

令和 3年 6月 21日 正常価格

令和 3年 7月 16日令和 3年 7月 1日

686,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 31,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

24,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は大垣市を中心とする西濃地域一円の工業地域である。需要者層は大規模法人等の事業者と推定される。東海環
状自動車道「大垣西Ｉ．Ｃ．」に近く利便性の高い人気のエリアである。名神高速道路安八スマートインターの開設、東海
環状自動車道西回りルートの整備も進んでおり、今後の発展が期待される。大規模工場地としての土地価格水準は１㎡当た
り３万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

大垣（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

大垣（県） －9

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第３

業者名

印不動産鑑定士氏名

一般財団法人　日本不動産研究所　岐阜支所

西村　隆


